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１．概 要                                            

 １．１ 【背景】                                            

近年、日本の人口は減少局面を迎えており、団塊の世代の方々が全て 75 歳と

なる 2025 年には、75 歳以上の人口が全人口の約 18％に、2040 年には 65 歳以

上の人口が全人口の約 35％になると推計されており、2065 年には総人口が

9,000 万人を割り込み、高齢化率は 38％台の水準になるとされている。 

本市においてもこの状況に変わりはなく、人口構造の変化による労働人口の

減少だけでなく、複雑多様化する住民ニーズへの対応など、これからの自治体業

務を適切に行うためには、事務効率の向上と業務フローの最適化は避けて通れ

ない課題であり、これを克服することは、住民の利便性を向上させるだけでなく、

新たな行政サービスの創出などに向け、人的資源を集中させていくことにも繋

がっていくこととなる。 

また、人口減少や少子高齢化、産業空洞化などの様々な社会課題に直面する本

市が、デジタル技術の活用によって、まちの魅力の向上を実現し、活性化するこ

とが期待されている。 
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‟団塊の世代の方々が全て 75 歳となる 2025 年には、75 歳以上の人口が全人口の約

18％となり、2040 年には 65 歳以上の人口が全人口の約 35％となると推計される。‟ 

 

 
‟日本の世帯構成については、単身世帯、高齢者単身世帯、ひとり親世帯ともに今後

も増加することが予想され、単身世帯は、2040 年で約４割に達する見込みです。‟ 

厚労省 HP より（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21481.html） 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21481.html
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市の人口のうち１５～６４歳の労働人口は、合併後の２万人余りから２，４００人近く減

少している一方で、６５歳以上の人口は２千人増加している。 

香南市人口経過：HP 公表人口より 
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 １．２ 【目指す姿】                                       

国の定めた自治体 DX 推進計画では、“自治体においては、まずは、自らが担

う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向

上させるとともに、デジタル技術や AI
*1

等の活用により業務効率化を図り、人的

資源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことが求められる。”とされてお

り、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（2022 年 6 月 7 日に閣議決定）を

踏まえて、デジタル田園都市国家構想の実現を盛り込む形で令和４年９月に改

訂され、地域の個性を活かしながら地方が抱える社会課題を解決することとし

ている。 

 

 １．３ 【基本方針】                                        

これらの目標を実現するために、以下の３点を香南市デジタル化推進基本方

針とし、重点項目と地域社会のデジタル化について計画的に取り組むこととし

た。 

１．市民サービスを向上させる 

２．行政の効率化を実現させる 

３．地域の暮らしやすさを目指す 
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 １．４ 【方針の取組】                                      

 方針１．市民サービスを向上させる  

 行政手続のオンライン化については、令和４年度末を目指して、主に住民がマ

イナンバーカードを用いて申請を行うことが想定される手続について、原則マ

イナポータルからマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能とするよ

う取組んだが、その他の手続についても、マイナポータル
＊２

及び高知県電子申請サ

イト
＊３

を併用し、手続の拡充に努めることとする。 

 市の公金入金については、窓口レジスターでのキャッシュレス決済
＊４

・セルフレ

ジ対応、各税のキャッシュレス決済の拡充、並びに、公共施設の Web 予約シス

テムでのキャッシュレス決済に順次対応していくことで、入金の際の時間的制

約を取り除き、住民の利便性の向上に努めることとする。 

 マイナンバーカードの普及については、マイナポイントの効果もあり、令和５

年７月時点で住民の 66.57 パーセントが取得したが、今後は、オンライン申請

や、コンビニ交付などの利用環境を整えることで普及を後押しすることとする。 

 住民情報システムの標準化については、令和７年度末を目標時期とし、基幹系

２０業務
＊５

について国の策定する標準仕様に準拠したシステムへ移行することと

する。 

 オープンデータ
＊６

の推進については、携帯端末アプリ、ＳＮＳの普及等を背景に、

多種多様な情報を相互に連携させて新たな価値を生み出すことが期待されてい

る。これを受け、当市が保有するデータおよび事業等で発生する情報を活用し、

様々な分野での基礎資料となり得る有用なデータ等の作成について検討を行い、

順次提供していく事とする。 
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 方針２．行政の効率化を実現させる  

 重複入力などの非効率的な事務など効率化を阻害する要因の削減と、オンラ

イン申請におけるシステム間のデータ流通を確保するためにRPA技術
＊７

を導入す

ることとする。 

 既存システムで登録出来ない情報や、システムを外注するほどではないが職

員間で共有することが必要な情報のデジタル化及び配布用入力原票の作成や、

収集後の集約作業など既存システムでは対応していないため行われている作業

の自動化並びにシステム化に向け、専門的な知識を有していない職員でもシス

テムを内製できる環境（ノーコード開発
＊８

環境）を整えることで、委託業者に頼る

ことなく、社会情勢の変化に迅速に対応できるよう取組むこととする。 

 

 方針３．地域の暮らしやすさを目指す  

 デジタル化によるメリットを享受できる地域社会への移行を推進するため、

各課と民間事業者等が行う地域の課題に対する取組の中に、デジタル技術の実

装を推進していくこととする。 

 PC やスマートフォンの操作と情報の取捨選択の不慣れな方に対して、身近な

場所で身近な人からデジタル機器・サービスの安全な利用方法を学ぶことがで

きる環境作りを推進する「デジタル活用支援」事業に取り組むものとする。 

 機器の保有、通信環境の確保など所得格差ほかの様々な要因から、デジタル化

のメリットを享受しづらい市民に対して、公共施設に公衆 Wifi ほかデジタル機

器を設置し、自宅以外でも気軽に利用できる環境を構築する。 

 既存の各種計画に対して、策定委員又は参考人・アドバイザーなどとして、高

知県の DX 推進アドバイザーを招致し、積極的に参画していく。 
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２．計 画                                            

計画の実行にあたっては、国が策定した『自治体デジタル・トランスフォーメ

ーション（DX）推進計画【第 2.0 版】』、『自治体 DX 全体手順書【第 2.0 版】』

を参考にし、計画の周知、体制の整備、取組の実行について、国のスケジュール

を踏まえて行っていく。 

 

 ２．１ 【国・市のスケジュール】                            

計画年度は令和５年度から令和７年度までの３年間とする。 

計画期間中は、以下の重点取組について計画的に取組むこととし、令和８年度

以降も状況に応じて取組むこととする。一方、併せて取組むデジタル活用支援、

地域社会のデジタル化については、計画年度を定めず、切れ目なく取組むことと

する。 
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※自治体ＤＸ推進手順書の概要（R5.1 改訂版より） 

 

 ２．２ 【体制】                                            

『市民サービスの向上』、『行政の効率化』では、職員の意識醸成が必要とされ

ているところ、効率化の取組に基づく成功体験による意識醸成は、ボトムアップ

要因として有効と考える。 

このことから、各部署に点在する“課題のある事務“を担っている職員や業務リ

ーダーと情報政策課職員によるワーキングチームを組織し、事務フローの見直

しを含めた効率化の方針・方法の検討及び進捗管理や課題事項の検討・調整など

を行い、組織全体の意識を高めることに繋げていく。 
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『地域の暮らしやすさ』に関しては、事業を行う中で、住民はもとより、関係

団体及び民間事業者の声も取り入れる必要もあると想定されることから、関係

者と事業課の職員による取組に対し、情報政策課による技術的支援、情報提供な

どを行うこととする。 

また、既に地域の課題を挙げ取り組んでいる既存計画の委員会などに外部ア

ドバイザーとして、高知県の市町村 DX 推進アドバイザーを招致し、専門家と

しての広い知見を基に参画し、助言等を頂く。 

 

 

 

 

 

 

 ２．３ 【人材育成等】                                      

市では、“従来の手順を踏襲して事務等を行うことに対し、見直しや再確認等

を行い、新しい手順等を創出する意識を有する人材、デジタルの知識を持ち、デ

ジタルによって課題を解決に導く人材”を“デジタル人材”と定義し、デジタル人

材を長期的に育成するため、全職員を対象とした継続的な研修を行い、デジタル

人材の育成に取組むこととする。 

併せて、内製や RPA 等の効率化の取組を行う中で、職員に対し技術の修得や

改善マインドの醸成を支援する。 
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 ２．４ 【取組】                                            

２．４．１ 《重点取組》 

（１）情報システムの標準化 

【概 要】 

目標時期を令和７年度とし、基幹システム２０業務について、地方公共団体情

報システムの標準化に関する法律（以下「標準化法」という。）第６条第１項及

び第７条第１項に規定する標準化基準（以下「標準化基準」という。）に準拠し

たシステムへ移行する。 

【目 的】 

地方公共団体情報システム機構が運営するガバメントクラウド
＊９

上に、民間事

業者が住民情報を取扱うシステムを構築し、地方公共団体がそれらの中から最

適な業務システムを利用する環境を整備することで、地方公共団体が従来のよ

うにハードウェア、ソフトウェアを自ら整備・管理することが不要となる環境の

実現を目指す。 

これらのシステムは、標準化基準に準拠し、個別のカスタマイズを原則不可と

すること、データ要件・連携要件についても、標準化基準に適合することで、業

務全体に係るコストを抑えるだけでなく、他ベンダーのシステムへの移行が容

易に可能となり、結果としてベンダーロックイン
＊１０

を防ぎ、競争環境を適切に確

保することを目指す。 

【展 望】 

令和７年度末までにガバメントクラウドへ移行する。規定されていないその

他の業務システムもガバメントクラウドの利用拡充が示されれば移行する方向

で進める。 

 



 

- 11 - 

（２）マイナンバーカードの普及促進 

【概 要】 

オンライン申請等のサービスを充実することで、マイナンバーカードの利用

価値を高め、普及促進につなげていく。 

【目 的】 

デジタル社会の基盤として本人確認・認証機能を有するマイナンバーカード

を普及させることは、安全・安心で利便性の高いデジタル社会を実現することを

目的とする。 

【展 望】 

令和５年度からも、引き続きマイナンバーカードの取得が勧奨されるが、今後、

カード取得数の増加に併せて、カード内の証明書の更新業務が年々増加してい

くことを踏まえ、必要な体制を整えることも進める。 

 更新を要する証明書の推移  

 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和１０年 

取得年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

更新件数 314 1,726 5,306 4,428 3,147 253 

※ 市民保険課調べ（令和５年２月カード運用中分から推計） 

（３）行政手続のオンライン化 

【概 要】 

行政手続のオンライン化については、主に住民がマイナンバーカードを用い

て申請を行うことが想定される手続について、マイナポータルからの申請手続

の拡充を行う。 

また、その他の手続についても、高知県電子申請サイトを利用し、手続きの拡

充に努めることとする。 
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【目 的】 

オンライン申請の手続を拡充することは、住民の利便性の向上と窓口業務の

混雑等の緩和を目的とし、併せて、質の高い窓口対応を行うことを目的とする。 

【展 望】 

※令和５年度以降、順次申請メニューを拡充する。 

 

２．４．２ 《個別計画》 

（１）職員によるシステム内製の推進 

【概 要】 

非効率的な事務や、デジタル化を阻害する要因の削減に向け、職員自らがノー

コード開発環境等を利用しシステムを内製することで、委託業者に頼ることな

く、社会情勢の変化に迅速に対応できるよう取組む。 

【目 的】 

既存システムで登録できない情報、システムを外注するほどではないが職員

間で共有することが必要な情報のデジタル化、配布用入力原票の作成及び収集

後の集約作業など、既存システムでは対応していないため毎回手作業で行われ

ている作業の自動化並びにシステム化に向け、専門的な知識を有していない職

員自らがシステムを内製できる環境を整えることで、委託業者に頼ることなく、

事務の効率化とデータの高度利用も目指す。 

【展 望】 

令和５年度以降、システム内製、AI-OCR、RPA による事務の効率化等を進め

ることと併せて、オープンデータへの展開も視野に入れた活用を検討する。 

 

（２）キャッシュレス決済の拡充 
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【概 要】 

各種公金の納付の際には、金融機関及び会計課での入金が必要となるが、時間

的、地理的制約を伴うことから、市では、計画期間中にキャッシュレス決済に対

応することで、窓口での利便性向上と時間短縮、Web 予約システム等での利便

性向上に取組む。 

【目 的】 

キャッシュレス決済に対応することは、住民の利便性の向上と窓口の混雑等

の緩和を目的とし、併せて、現金の取り扱いを縮小し事務の簡素化を目指す。 

【展 望】 

令和６年度以降、窓口レジスターの整備等を進めることと併せて、公共施設の

Web 予約や行政手続のオンライン申請の際に発生する使用料等のキャッシュレ

ス対応も進めていく。 

また、地方税共同機構が運営する『地方税お支払サイト』によるキャッシュレ

ス決済の対象税目の拡充に併せて、税・料のキャッシュレス化を促進する。 

 

２．４．３ 《地域のデジタル化》 

（１）デジタルデバイド対策 

 デジタルデバイドとは？：インターネットやパソコン等の情報通信技術を

利用できる者と利用できない者との間に生じる格差のこと 

（平成 16 年度情報通信白書資料編、用語解説より） 

【概 要】 

◆知識習得対策 

国が行う支援策により民間事業者が行う事業の状況を踏まえて、操作方法や

情報活用能力、安全な利用方法の修得に関する講習等を行う。 
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国民のデジタルリテラシー向上事業（文部科学省） 

取組内容 地方公共団体（教育委員会及び首長部局）が公民館等の社会教育

施設や学校等の場を活用して実施するデジタル関連の知識や技

術を習得するための講座・研修等 

対象者 年齢・所属、国籍等を問わない。 

講座等 講座回数２０回、のべ４００人の参加見込み 

 

◆利用環境対策 

公共施設（図書館・公民館等）に公衆Ｗｉｆｉ等のデジタル機器を設置し、自宅

以外でも気軽に利用できる環境を構築する。 

【目 的】 

民間サービスの利用、行政サービスの申請等に欠かせない情報機器の操作方

法だけでなく、情報の真偽、多面的評価等の判断力及びプライバシーの保護等の

安全な利用方法を修得すること、また、様々な要因で情報通信機器及び環境の保

有が困難な家庭・個人に対し、デジタル社会との接点の担保することにより、デ

ジタル社会の恩恵を享受することを目的とする。 

【展 望】 

知識習得対策については、令和６年度以降も取組むこととする。 

 

（２）デジタル技術の実装による各課事業の推進と連携 

【概 要】 

各課が現在行っている事業及び各種計画により予定している事業について、

デジタル技術の導入により住民等の負担が軽減されるなどの“デジタル化“や、既

に導入されている技術、システム等の他部門への”横展開“または”他分野連携“な
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ど従来の枠組みを超えた取り組みを支援するもの。また、市の総合的な各種計画

の策定委員会について、市町村 DX 推進アドバイザーを招致するなど、計画策

定の段階から参画していく。 

【目 的】 

各課が現在行っている事業及び各種計画により予定している事業について、

デジタル技術・サービスを導入することで事業者及び住民等の利便性の向上と、

各種計画の指標の早期達成並びに数値向上を図ることを目的とする。  
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用語解説 

AI 
「AI」とは、人間の思考プロセスと同じような形で動作するプログラム、

あるいは人間が知的と感じる情報処理・技術といった広い概念で理解さ

れている。「AI」、「機械学習」、「深層学習（ディープラーニング）」とい

った言葉がよく使われるようになっているが、その関係は図表のとおり

である。 

 

 

 

 

 

 

 

総務省より

(https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r01/html 

/nd113210.html） 

マイナポータル 
マイナンバーカードを使うことで、住民の暮らしをより良くする以下の

サービスをいつでもどこでも安全に利用することができるサイト。 

１．手続の検索・電子申請 

２．自分の情報や行政からのお知らせを必要な時に確認 

３．外部ウェブサイトとつなげて便利に使う 

https://myna.go.jp/ 

 

高知県電子申請 
高知県が設置し、県内自治体が共同利用できる Webサービスのことで、

各自治体が申請メニューを登録し拡充していく事が出来る。 

https://apply.e-tumo.jp/toppage-kochi-t/top/municipalitySelec 

tion_initDisplay 

キャッシュレス

決済 

キャッシュレス決済とは、お札や小銭などの現金を使用せずにお金を

払うこと。決済手段には、クレジットカード、デビットカード、電子

マネー（プリペイド）やスマートフォン決済など、様々な手段があ

る。 

経済産業省より（https://www.meti.go.jp/policy/ mono_info_ 

service/cashless/image_pdf_movie/cashless_iroha.pdf） 

基幹系２０業務 
児童手当、子ども・子育て支援、住民基本台帳、戸籍の附票、印鑑登録、

選挙人名簿管理、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、

戸籍、就学、健康管理、児童扶養手当、生活保護、障害者福祉、介護保

険、国民健康保険、後期高齢者医療、国民年金 

 

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」（令和 3年法律第 40号。） 

オープンデータ 
オープンデータ基本指針（以下「基本指針」という。）」(平成 29 年５月

30 日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推

進戦略会議決定。令和３年６月 15日改定)においては、国、地方公共団

体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインターネット

等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、次のいず

れの項目にも該当する形で公開されたデータをオープンデータと定義

https://myna.go.jp/
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している。 

①営利、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの 

②機械判読に適したもの（「機械判読」とは、コンピュータプログラム

が自動的にデータを加工、編集等できることを指す。） 

③無償で利用できるもの 

デジタル庁、地方公共団体ガイドライン・手引書より 

RPA 技術 
RPA はこれまで人間が行ってきた定型的なパソコン操作をソフトウェ

アのロボットにより自動化するもの。具体的には、ユーザー・インター

フェース上の操作を認識する技術とワークフロー実行を組み合わせ、表

計算ソフトやメールソフト、ERP（基幹業務システム）など複数のアプ

リケーションを使用する業務プロセスをオートメーション化するもの。 

総務省より(https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02tsushin02 

_04000043.html) 

ノーコード開発 
ノーコード開発とは、あらかじめ用意されている部品等をドラッグ・ア

ンド・ドロップするなどの直感的な操作でシステム等を開発する手法。

専門的な知識を必要としない為、業務を行う職員自らが開発を行うこと

が出来る。 

ガバメントクラ

ウド 

政府共通のクラウドサービスの利用環境。クラウドサービスの利点を最

大限に活用することで、迅速、柔軟、かつセキュアでコスト効率の高い

システムを構築可能とし、利用者にとって利便性の高いサービスをいち

早く提供し改善していくことを目指す。地方公共団体でも同様の利点を

享受できるよう検討していく。 

デジタル庁より 

(https://www.digital.go.jp/policies/gov_cloud/) 

ベンダーロック

イン 

特定ベンダー独自の技術・仕様等に依存することで、他ベンダーの提供

する同種のシステム、サービス、製品等への乗り換えが困難になること。 

総務省『自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書 

【第 2.0 版】』より 

  

 


